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本日お話しする内容

１．独占禁止法で禁止される行為 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  ｐ １

２．厳しくなった独占禁止法   ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  ｐ ４

３．入札において注意すべき点 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  ｐ ５

４．最近の独占禁止法違反事例    ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  ｐ ９

５．適切な価格転嫁に向けての取組    ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・     ｐ １６

６．官製談合防止法について        ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・   ｐ １８
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※ 不当な取引制限（談合・カルテル）に対
しては、課徴金減免制度の適用あり

談合（官公需・民需）

カルテル（価格カルテルなど）

共同の取引拒絶

優越的地位の濫用

排除措置命令
課徴金
刑事罰（刑事告発された場合）
損害賠償・違約金
営業停止処分
入札参加停止処分 等

排除措置命令
課徴金（対象は一部の行為）
差止請求
損害賠償 等

１. 独占禁止法で禁止される行為①

他の事業者を排除

他の事業者を支配

その他

１ 不当な取引制限

３ 不公正な取引方法

２ 私的独占

競争者に対する取引妨害

独占禁止法の３本柱

＊企業結合（合併等）規制
を含む

「遵守の手引」ｐ３０～参照「遵守の手引」ｐ８～参照

©2026 公益財団法人建設業適正取引推進機構 １

R２から算定期間が最長１０年に

次ページ参照



独占禁止法で禁止される行為②

法定された不公正な取引方法
・ 共同の取引拒絶
・ 差別対価
・ 不当廉売
・ 再販売価格の拘束
・ 優越的地位の濫用 （課徴金の対象）

告示により指定された不公正な取引方法（一般指定）
・ 単独の取引拒絶
・ 差別取扱い
・ 排他条件付取引、拘束条件付取引
・ 競争者に対する取引妨害 等の１５類型

「遵守の手引」ｐ２２～参照
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（１０年以内に同一の違反行為を繰り返した場合に、課徴金の対象）

以下の行為により、公正な競争を阻害する場合に違法となる。

※ 「共同の取引拒絶」、「再販売価格の拘束」は、正当な理由がない
限り公正な競争を阻害する。 ⇒ 原則違法

※ 「差別対価」、「単独の取引拒絶」、「差別取扱い」は、通常、その行
為自体は問題とならないが、別の独占禁止法上違法な目的を達成
するための手段として使われる場合に問題となる。

個別の優越的地位の濫用行為に対しては、基本的に
・ 取適法
・ 建設業法 （建設工事の下請負の場合）
・ フリーランス法 （フリーランスへの委託の場合）
により対応    

次ページ参照

３ 不公正な取引方法



【参考】 建設業における下請取引の規制

① 建設工事の下請取引 ⇒  建設業法

② ①以外の下請取引  ⇒ 取適法（旧下請法）
● 建設資材の製造委託、設計・調査・測量・警備・点検の委託など
● 「取引の内容」及び「規模要件（資本金額又は従業員数）」の２つの要件を両方
を満たすものが対象
● 令和８年１月施行の法改正で、
・ 建設業者による建設資材の製造委託が法の対象であることが明確化
・ 手形による代金支払の禁止、振込手数料の差引きの禁止

更に・・・
③ フリーランスとの取引  ⇒ フリーランス法（令和６年１１月施行）

フリーランス（一人親方など）との取引は、上記に加えフリーランス法も遵守する
必要がある。
・ これまでの勧告は全て、取引条件の明示義務違反
・ 振込手数料の差引きの禁止 ©2026 公益財団法人建設業適正取引推進機構 ３

「遵守の手引」ｐ２８参照



 ２. 厳しくなった独占禁止法

改正独占禁止法のポイント  （令和２年１２月２５日施行）

➢課徴金算定方法
① 算定期間の延長
・ 調査開始日から最長１０年前まで遡って算定（法改正前は最長３年）

② 実態に応じた課徴金額を算定
・ 調査妨害行為をした事業者には主導的役割の加算を適用
・ 中小企業算定率（４％）は実質的な中小企業に限定
・ 完全子会社等の売上額、下請受注額、談合金を算定基礎に追加 等

➢課徴金減免制度（リニエンシー）
① 申請順位による減免（調査開始前１位は全額免除）に加え、調査協力度合

 いに応じた減算率を付加
② 申請者数の上限枠の撤廃（法改正前は上限５社）
①及び②により、調査開始後かつ申請順位最下位であっても、最大２５％（申請

  順位５％＋協力減算２０％）が減免

「遵守の手引」ｐ３７参照

「遵守の手引」ｐ３３参照

©2025 公益財団法人建設業適正取引推進機構 ４



 ３. 入札において注意すべき点①

➢入札談合

・独占禁止法上、入札談合（見積り合わせを含む）は「不当な取引制限」として違法

・いかなる事情があっても入札談合は正当化されない
例：予定価格の範囲内、利益の出ない工事、工事の質を確保、受注の均等化、発注者の意向 等

・入札談合とは・・・
①基本合意 受注予定者を決めるための事業者間のルール・共通認識
②個別の受注調整 基本合意に基づき受注予定者を決定し、入札価格等を調整して入札

・基本合意の成立や個別の受注調整においては、明確な合意や了解がなくても、暗黙の了解があれ
ば足りる ⇒ 他社との会合等においては、十分な注意が必要

・官発注工事における入札談合は、刑法でも談合罪に。また、入札の公正を害すべき行為は公契約
関係競売等妨害罪に。これらの場合、警察が直接捜査。
⇒ 警察による官製談合防止法違反の摘発が近年増加。発注機関の職員だけでなく、事業者側も
罪に問われている。

「遵守の手引」ｐ８～参照
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事業者間の会合で入札談合に類する話が出たとき

黙っていれば、談合の参加者とみなされるので・・・

→ 明確に拒絶の意思を表明する。

→ 受け入れられなければ、退席する。

→ 帰社後に、上司に報告する。記録に残す。

→ 入札談合が話題になりそうな会合には、出席を見合わせる。
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  入札において注意すべき点② 「遵守の手引」ｐ１４参照



実際にあった違反行為の例

・他の入札参加業者との間で、「我が社は、あの物件を頑張っている」、「我が社
は今、手がいっぱいであの物件には手が回らない」などと情報交換した。

・他の入札参加業者から、「貴社の入札価格はこれくらいか」と聞かれたので、
「もう少し上」と答えるなどした。

・他の入札参加者からこの価格で入札してほしいと連絡を受け、談合の詳しい
内容は知らなかったが、それに従った。

・発注機関の職員に働きかけて、非公表の情報（予定価格、最低制限価格等）
を聞き出した。
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        入札において注意すべき点③



＊ 競争回避を目的とした情報交換は独占禁止法違反となるおそれ。

・「情報交換はどこまで許されるのか」という考え方は危険と隣り合わせ。
・入札参加業者間の個別物件についての情報交換は談合そのもの。

・課徴金減免制度の導入により、談合の発覚度合いは格段に増加。
・業務の電子化により電子データが証拠に。留置された電子データは徹底的に解析される。

・違反認定されれば、排除措置命令や課徴金だけでなく、営業停止、入札参加資格停止、
違約金、損害賠償などの金銭的負担に加え、社会的なイメージダウンも。

・民間発注でも競争発注の物件で談合すれば違反に問われる。

・公正取引委員会は、国民生活に影響を及ぼす悪質かつ重大な事案や、過去から繰り返し
違反を行っている場合には、積極的に刑事告発を行う方針。

＊ 「この行為は違反にならないか」という問題意識を普段から持つことが大切。
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     入札において注意すべき点④



４．最近の独占禁止法違反事例 （建設業・建設関連業に関係する事件を中心に抜粋）

（注） 年度は排除措置命令が行われた年度
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令和７年度
① ＪＲ東海が管理する跨線橋の点検業務談合

② 長野県の事業者団体によるガソリンの価格カルテル

令和６年度
③ 建設業者が受注する機械式駐車装置の設置工事談合

令和５年度
④ 高知県発注の地質調査業務談合

令和２年度
⑤ ＪＲ東海発注のリニア新幹線建設工事談合

⇒ 行政機関の要請をきっかけに、事業者が違反行為を行った例

⇒ 事業者団体が違反行為を行った例

⇒ 建設業界で直近の刑事告発の例



① ＪＲ東海が管理する跨線橋の点検業務談合 （令和７年度）

・建設関連で直近の違反事例

・点検業者５社に加え、ＪＲ東海
にも排除措置命令

©2026 公益財団法人建設業適正取引推進機構 １０

発注者    愛知県・名古屋市等の地方公共団体
対象役務   ＪＲ東海が管理する線路を跨いで架けられた橋の点検業務

● 国土交通省はＪＲ東海に対し、跨線橋の点検が円滑に進むよう協力を要請。
● ＪＲ東海は、点検業者５社に対して、点検業務が受注されない事態が生じない 
よう協力を求めるとともに、地方公共団体に対して、点検業務を行う事業者を
ＪＲ東海が指定した５社の中から選ぶよう求めていた。



② 長野県の事業者団体によるガソリンの価格カルテル （令和７年度）

・事業者団体自身がカルテルを行った例
・併せて、上部団体にも要請

違反行為者 長野県石油商業組合北信支部
上部団体       長野県石油商業組合

・長野県石油商業組合北信支部に排除措置命令
・支部員17社に課徴金納付命令（1億1658万円）

1社免除、1社30％減（うち協力減算20％ ）
・非支部員3社に警告（支部員から価格改定の情報
を入手し、 その情報を踏まえて価格改定していた
疑い）

・長野県石油商業組合は、北信支部で違反行為が
行われていたことを認識していたにもかかわらず、
事実上、容認していたことから、独占禁止法の遵守
についての行動指針の作成、役員・職員・組合員を
対象とする定期的な研修の実施等を要請
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支部員間での価格競争を回避し、支部員の利益
を確保するため、北信支部として支部員が販売す
るガソリンの販売価格の改定額等を決定し、支部
員に対し、当該決定に基づいて特定揮発油の販
売価格の改定を実施させていた。



【参考】 違反を行った事業者団体の上部団体への要請の例
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長野県石油商業組合への要請（令和７年１１月２６日）

本件審査の過程において、長野県石油商業組合北信支部の支部長が、長野県石油商業組合の職員に対し、
特定揮発油等の販売価格の改定額等を、その決定の都度報告し、当該職員は、当該改定額等を同組合の役員
に共有していた事実が認められた。 この行為は、同組合が、 北信支部において支部員が販売する特定揮発油
につ いて、北信支部がその販売価格の改定額等を決定し、支部員に対し、当該決定に基づいて特定揮発油の
販売価格の改定を実施させる行為が行われていたことを認識 していたにもかかわらず、当該行為を取りやめさ
せることなく、事実上容認して いたものであると認められる。 よって、公正取引委員会は、同 組合に対し、今後、

同組合が独占禁止法違反行為を容認することがないよう、また、同組合及び同組合の各支部で前記第１の２の
独占禁止法違反行為と同様の行為が行われることがないよう、①前記第１の３の排除措置命令の内容について、
同組合の役員、職員及び組合員に周知すること、②独占禁止法の遵守についての行動指針を作成し同組合の
役員、 職員及び組合員に周知徹底すること、及び③同組合の役員、職員及び組合員を対象とする独占禁止法
の遵守についての定期的な研修を実施することを申し入れ た。 



③ 機械式駐車装置の設置工事談合 （令和６年度）

・民間発注工事に係る談合
・下請負事業者による談合

違反行為者 延べ７社
・水平循環方式分離式の機械式駐車装置 ４社
・エレベーター方式パレット型の機械式駐車装置 ４社

供給予定者は、自ら定めた見
積価格を提示

供給予定者以外は、供給予定
者から連絡された価格以上の
見積価格を提示し、供給予定
者の受注に協力

発注者（大手建設業者）

・5社に排除措置命令
・4社に課徴金（5億2613万円）

1社免除、3社30％減（うち協力減算20％ ）
・立体駐車場工業会に、独占禁止法の周知徹底
等を要請

違反行為者 各４社

②確認申請図
の作成で協力

③４社に対し、確認
申請図を添付した
上で見積依頼

①特定のメーカー
に対し、確認申請
図の作成を依頼

確認申請図採用
メーカーを供給予
定者に決定

※ 水平循環方式分離式の機械式駐車装置の違反行為者４社のうちの１社は、
別の１社である代理店を通じて、他社と連絡し合っていた。
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④ 高知県発注の地質調査業務談合 （令和５年度）

・官発注業務に係る談合
・過去に官製談合 高知県

地質調査業務
指名競争入札

違反行為者１４名

・幹事会社に指名を受けた旨の連絡を行った者の中から受注予定者を決定
・受注予定者以外の者は受注予定者が受注できるように協力

次の方法により受注予定者を決定
① 【事情ルール】 設計協力の内容が業務に採用された者
② 【継続ルール】 過去に発注された業務と継続性がある場合、当該業務を受注した者
③ 【ローテルール】 予定価格を、予定価格等に応じて定めた区分に当てはめ、指名回数を基に算定した点数が

最も多い者
④ 【希望ルール】 予定価格が③の区分に該当しない業務の場合は、受注を希望する者

・13社に排除措置命令
・10社に課徴金（8626万円）

1社免除、3社30％減（うち協力減算20％ ）
・県が6か月～12か月の指名停止、30日間の営業停止、
違約金と賠償金6.2億円、入札制度の改正（一般競争入
札等の範囲の拡大、違約金の増額など）
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「遵守の手引」ｐ６２～参照



ＪＲ東海

指名競争見積

・我が国を代表する総合建設会社
・工事規模が大きい
・法律に基づく工事であり、財投の貸付対象
・過去にも刑事罰・行政処分を受けている

⑤ ＪＲ東海発注のリニア新幹線建設工事談合 （令和２年度）

・4社2名を刑事告発
2社に罰金2億円、1.8億円の判決（確定）
2社に罰金2.5億円、2名に懲役1年6月（執行猶予3年）
の地裁・高裁判決 → 2社2名は無罪を主張して上告
・4社に排除措置命令

→ 2社は取消請求訴訟を提起、地裁・高裁で棄却判決、上告
・2社に課徴金47億円（減免により30％減額）

リニア中央新幹線に係る品川駅（北工区）、品川駅（南工区）及び
名古屋駅（中央工区）の各工事について、
●受注予定者を決定する
●受注予定者以外の者は、受注予定者が受注できるように協力する
・受注予定者が受注できるような価格で見積りを行う
・見積書提出前に受注予定者の見積価格等に関する情報を他社
に連絡するなど

大手建設業者４社
告発理由

刑事告発
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５．適切な価格転嫁に向けての取組①

① 令和４年２月１６日、公正取引委員会のウェブサイト上の「よくある質問コーナー（独占禁止法）」のＱ
＆Ａに、下記の行為が、優越的地位の濫用に該当するおそれがあることを明確化。
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② 令和５年１１月２９日、内閣官房及び公正取引委員会の連名で、「労務費の適切な転嫁のための価
格交渉に関する指針（労務費転嫁指針）」を策定。労務費の適切な転嫁のため、発注者及び受注者が
採るべき１２の行動指針を明記。 （令和７年１２月２６日に改正）



  適切な価格転嫁に向けての取組②  

●令和４年度から開始。今回で４回目の調査。
●事業者１１万名超を対象に実施。

令和７年度調査結果
・独占禁止法Ｑ＆Ａに係る注意喚起４,３３４名。このほか労務費転嫁指針に係る注意喚起９,７４７名。
・協議することなく取引価格を据え置いた理由としては、受注者から要請がなかったためとの回答が多い。
・回答者数に占める注意喚起文書送付件数の割合は毎年低下傾向。  （R4調査21.2% ⇒ R7調査9.8%）
・サプライチェーン全体で見た場合、発注者から一次受注者、一次受注者から二次受注者と取引段階を経るほど、価格転嫁の
状況は悪化する傾向。
・令和５年度調査と令和６年度調査の２年連続で注意喚起の対象となった２ ,３５７名に対し、独占禁止法Ｑ＆Ａの考え方及び労
務費転嫁指針の内容を個別に説明。 （⇒ 大半がR7調査では注意喚起の対象から外れた）
・令和７年度の調査結果及び過去の調査結果を踏まえ、立入調査を４６２件実施。

（⇒ R7調査では中小企業に対しても重点的に立入調査を実施）

今後の取組
・令和８年度も調査を継続。２年連続で注意喚起の対象となった１,８５４名については、独占禁止法Ｑ＆Ａの考え方及び労務費
転嫁指針の内容を個別に説明。
・相当数の取引先について協議を経ない取引価格の据置き等が確認された場合は、引き続き事業者名を公表する方針で個別
調査を実施。

価格転嫁に関する特別調査（令和７年度）

令和４年度は１３名
令和５年度は１０名
令和６年度は ３名 の社名を公表
（令和７年度は該当者なし） ©2026 公益財団法人建設業適正取引推進機構 １７



６．官製談合防止法について
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正式名称
入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員による入札等の公正を

害すべき行為の処罰に関する法律 (平成１８年改正で法律名も変更)

官製談合防止法は、平成１４年に制定された法律だが、平成１８年に強化・改正さ
れている。【いずれも議員立法】

① 制定当時からあった部分は、公正取引委員会による事業者の談合に対する調査に
おいて、事業者間の談合に加えて発注機関職員の関与行為が認められた場合、公正
取引委員会が発注機関トップに対して改善措置要求を行うというもの【法第３条】

② 追加された部分は、事業者間の談合の有無にかかわらず、発注機関職員が入札の
公正を害する行為を行った場合に、警察が捜査・立件するというもの【法第８条】

「遵守の手引」ｐ５０～参照

・ 独占禁止法・公正取引委員会とは関係なし
・ 談合の有無も関係なし



（１） 公正取引委員会による改善措置要求(３条違反)の例
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改善措置
要求日

発注
機関

対象工
事等

関与行為の内容 発注機関職員の懲戒処分等の概要

①
平成２３年
８月４日

茨城
県

土木・
鋪装工
事

茨城県の職員は、工事の落札予定者を決定し、その意
向を業界の世話役に伝えていた。また、別の職員は、
事業者からの要請を受け、受注調整が行われているこ
とを認識しながら、担当職員に受注の順番を考慮した
発注工事、指名業者の選定を行わせていた。

関与職員13名：停職又は減給
知事・副知事：減給
管理監督者８名：訓告又は厳重注意

②
平成２４年
１０月１７日

国土
交通
省

土木工
事

国土交通省四国地方整備局の職員は、入札参加業者
の名称、評価点、予定価格等を業界の世話役に教示し
ていた。

副所長７名：懲戒免職
副所長３名：停職
監督者７名：訓告
また、刑事罰として、２名に対し懲役１年６月～
10月（執行猶予４年）

③
平成２６年
３月１９日

鉄道建
設・運
輸施設
整備支
援機構

北陸新幹線
融雪・消雪
基地機械設
備工事

鉄道建設・運輸施設整備支援機構の職員は、特定の
事業者の従業員に対し、未公表の予定価格に関する
情報を教示していた。

関与職員３名：懲戒免職、停職、懲戒戒告
また、刑事罰として、
１名に対し懲役１年２月（執行猶予３年）
１名に対し罰金１００万円の略式命令

④
令和元年
７月１１日

東京
都

浄水場
運転管
理作業

東京都の職員は、特定の事業者の従業員に対し、非
公表の予定単価に関する情報を教示していた。

関与職員３名：停職
管理監督者７名：減給、戒告、訓告

「遵守の手引」ｐ５４～参照



（２） 最近の官製談合防止法刑事事件(８条違反)の例①
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発注機関 事 件 概 要

①
兵庫県道路公社
（令和６年）

公社職員は、道路維持修繕工事の入札において、特定の会社に工事価格等を漏洩し、見返
りに約８５万円相当の飲食接待等を受けた。

②
群馬県前橋市
（令和６年）

市職員（副市長)は、排水管工事の入札において、特定の会社に予定価格を漏洩し、見返りに
焼酎などを受け取った。

③
東京都千代田区
（令和６年）

区職員は、空調設備工事等の入札において、特定の会社に参加事業者数などの情報を漏洩
した。

④
広島県教育委員
会（令和６年）

県教育委員会職員は、高校の探究活動に関わる事業の公募型プロポーザル方式による契約
において、特定のNPO法人に非公開の事業の実施要領等を漏洩した。

⑤
和歌山県日高川
町（令和６年）

町職員は、橋梁補修工事の入札において、特定の会社に最低制限価格に関する情報を漏洩
した。

⑥
広島県尾道市
（令和６年）

市職員は、道路改良工事の入札において、特定の会社に設計金額を漏洩した。

⑦
奈良県三郷町
（令和６年）

町職員（町長)は、保育園の仮設園舎に関する事業の入札において、他業者の最低見積金額
を同町の町議会議員に漏洩し、同議員は特定の会社に同金額を漏洩した。

１ 公正取引委員会公表資料を基に作成
２ 報道等により公取委が把握しているものを記載
３ 発注機関欄に記載の年は判決のあった年

（注）



     最近の官製談合防止法刑事事件(８条違反)の例②
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発注機関 事 件 概 要

⑧
宮城県石巻市
（令和６年）

市職員２名は、雨水準幹線構築工事の入札において、特定の会社に最低制限価格に関す
る情報を漏洩した。

⑨
富山県立山町
（令和６年）

町職員は、オートキャンプ場設計業務の入札において、指名通知前に、特定の会社に未公
開の図面を漏洩し、競合他社が履行困難な条件を追加した。

⑩
佐賀県神埼市
（令和６年）

市職員（市長)は、ふるさと納税PR強化事業に関する公募型プロポーザル方式による契約
において、特定の会社に評価委員名や他社の提案書を漏洩した。

⑪
岩手県一関市
（令和６年）

市職員は、
① 水道工事の入札において、特定の会社に設計金額を漏洩し、見返りに計約２３万円相
当の飲食接待等を受けた。
② 中学校校舎増築等工事の入札において、特定の会社に予定価格等を漏洩した。

⑫
岐阜県池田町
（令和６年）

町職員は、庁舎空調設備整備工事等の入札において、点数を水増しして特定の会社を入
札に参加させるなどし、見返りに現金１００万円を受け取った。

⑬
山形県住宅供給公
社（令和６年）

公社職員は、建設残土運搬工事の入札において、特定の会社に指名業者名を漏洩した。

⑭
千葉県市川市
（令和７年）

市職員は、下水道関連工事の入札等において、特定の会社に予定価格等を漏洩し、見返
りに計約３０万円相当の飲食接待を受けた。



    最近の官製談合防止法刑事事件(８条違反)の例③
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発注機関 事 件 概 要

⑮
福島県
（令和７年）

県職員２名は、福島空港の道路整備工事の入札において、特定の会社に設計金額を漏洩し
た。

⑯
佐賀県多久市
（令和７年）

市職員は、テニスコート照明設備改修工事の入札において、特定の会社に指名業者に関す
る情報を漏洩した。

⑰
山形県高畠町
（令和７年）

町職員は、橋の補修設計業務の入札において、特定の会社に事業価格を漏洩し、見返りに
現金合計９９万円を受け取った。

⑱
長崎県佐々町
（令和７年）

町職員（町長)は、給水管改修工事の入札等において、特定の会社に最低制限価格に関する
情報を漏洩した。

⑲
愛媛県
（令和７年）

県職員は、急傾斜地崩壊対策工事等の入札において、特定の会社に直接工事費等を漏洩
した。

これらの例では、発注機関の職員が官製談合
防止法違反になると共に、事業者側も、公契約
関係競売等妨害罪などで罪に問われている。
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